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1　はじめに
　日本の電機・通信機器メーカーは，アメリカに十年ほど遅れて，コンピュー
タ開発に取り組んでいった。そのため，日本のメーカーは，コンピュータ関連
の特許や，実際コンピュータを作るにあたっての製造ノウハウといった技術的
バックボーンの点において完全に後発であった。また，コンピュータ・ビジネ
スに取り組んだ日本のメーカーで，アメリカのコンピュータ・メーカー、I　B
Mやレミントン・ランドのように事務機械ビジネスを出自とするところは皆無
であった。そのため，日本のメーカーは事務用コンピュータ・ビジネスに関し
ても完全に後発であった。
　この状況に対して，後発国日本のメーカーは，アメリカのコンピュータ・
メーカーとの技術提携を行い，コンピュータ・ピジネスに参入していった工。
　しかしながら，富士通信機（株）（以下富士通と略す2）だけは，外国企業と
の技術提携にいたらず，コンピュータを独自に開発する選択をした3。
　加えて，富士電機の子会社として出発した富士通は，コンピュータ・ビジネ
スに乗り出した他の日本のメーカーと比べても，技術と市場において競争劣位
にあった。例えば，コンピュータの商用化にいち早く対応した総合電機メー
カーである日立製作所は，同社内の関連事業および日立グループといった，コ
ンピュータ開発するための技術的墓盤の面でも，販売するのに有益な市場とい
う面でも大きな後ろ盾を宥していた。富士通と同じ通信機メーカー出身の日本
注ユ　例えぱ，目立はR　C　Aと1961年に。日本電気はハネウェルとユ962年に，東芝はG　Eと1964年に
　技術提携を行った。
　2　実際，富土通信機（株）は。1964年に富士通（株）へ社名変更するが、ここでは便宜のために富士
　通（株）で統一表記してある。
　3　富士通もアメリカ企業，工BMとの技術提携を企図していたが，I　BMは100％子会杜になら
　ないと技術慎与しないというワールドボリシーを持’っていたため提携の実現へと至らなかった苛
　小林大祐rともかくやってみろ』東洋経済新報社り1983隼、58－59ぺ』ジを参照。
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電気は，月本電信電話公社の筆頭契約メーカーであったことも手伝っ■て，1950
年代後半において富士通のおよ一そ三倍近い（売上高）市場規模を有、していた4。
　このように，アメリカのコンピュータ・メーカF，そして，目卒のメーカー
に対する二重の後発性を被った富士通ではあったが，事後的に見ると，この後
発性を乗り越えるような組織能力を形成し，発展していった。しかし重要なの
は，富士通はその発展過程において，ユニークな組織能力形成のプロセスを進
んでいったことである。とくに，富士通自身が，外部企業の組織能力を利用し
つつ，優れた組織能力を構築し，発展したプロセスは，二重の後発性を乗り越
えるための大きな原動力のひとつと考えられる。
　そこで，富士通が，いかにして，外部企業の組織能力を利用し，自社の組織
能力を高めていったのかということが間題となってくる。この問題を明らかに
するために，富士通の組織能カ形成に関する企業間関係の歴史を分析する必要
がある。そのため，本稿では，コンピュータ周辺機器開発をめぐる富士通と神
戸工業の企業間関係史を二つのケースとして取り上げ，両社の間で生じた組織
能力に関する問題を中心に論ずることにする⑪」
　富士通と神戸工業を代表的ケースとして取り上げる理由には二つある。第二
には，通信機メーカー出身のコンピュータニメーカーとしての富士通は，コン
ピュータ周辺機器のような機械技術に弱かった。しかし，コンピュータは呈本
体と周辺機器があってこそ製品として商用化できるのであって，この機械技術
を補う必要があった。これを解決するために行った提携のなかで，神戸工業と
の提携がもっとも重要であったことである。第二に，そしてより重要な理苗と
して、富士通・神戸工業のようなハイテク製品の開発｝製造といった提携の場
合，両杜の企業間関係において，、単なる取り決め以上の組織能力（関係特殊的
能力一後で詳述する）の形成が行われることが考えられる。これは，企業間の
4　各社の『年次有価証券報着膏』を参照蓼
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組織能力をどのようにマネジメントするかといった問題をはらんでいる意味で，
企業間関係における組織能力の問題を明らかにするケースとして適当ではない
かと考えるためである。
　ところで，分析を進めるにあたり，ごのような企業問の組織能力の間題をど
のようにとらえるかが課題になってくる。まず，組織能力をとらえる上で重要
なものはA．D．チャンドラーJr．の『スケール・アンド・スコープ』があげら
れる。彼は，競争力の源泉としての組織能力の問題に焦点をあて，企業発展の
ダイナミズムを体系的に分析した。しかしながら，同書で言及されている組織
能力は一企業のそれであって，権限・命令によって管理・調整される公式組織
における組織能力のみを扱っており，提携，企業聞ネヅトワークなどの企業間
における能力の問題は分析の範曉にはない。
　これに対して，最近，企業問の組織能力の問題を視野に入れた研究も出てき
ている。例えば，J　LバダラッコJrは，企業聞の提携における組織能力の
問題を知識の違鎖（Know1edge　Link）として扱っている5。彼の知識の連鎖の
概念は，マイケル・ポーターのいうような製品の価値違鎖にとどまらず，企業
問における価値連鎖自体を管理する知識（能力）の共有を問題にしたものであ
る。すなわち，企業間において，価値連鎖をいかに効率的に調整するかといっ
た管理・調整の能力自体の共有を念頭においている。しかしながら，彼はここ
で間題となる知識（能力）の中身については十分ふれていない。知識の違鎖の
マネジメントを明らかにするには，その知識の中身こそ分析の焦点にする必要
がある。
　この種の能力の中身への分析を試みたものに，川辺信雄の『セブンーイレブ
ンの経営史』がある。彼は，新しい小売業態としてのコンビニエンス・ストア
5　B盆daracoo，Jose曲L・，τ加K物切肋荻工｛城HBSPr，ユ991口ch．5，6（中村・黒田訳『知議の連
鎖」ダイヤモンド社ゴエ99工宰）。
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の分析に際して，市場と組織」の間の中間形態としてのフランチャイズ。システ
阯ムを重要視しているρそして，フランチャイズ・システムといった枠組みを利
用した企業間の組織能力を「複数企業あるいはグループとLての組織能力」の
問題として分析している。この分析概念は示唆に富んでおり，先のバダラッコ
の言う知識（能力）自体を明らかにする方法として，．本稿での分析に有益であ
ると考える。しかしなが、ら，ハイテク企業の製品開発における企業聞関係の分
析には考慮すべき別の問題，すなわち，ハイテクゆえに生じる問題をも検討す
る必要がある。
　ハイテクゆえに生じる問題とは，後のケースのなかで明らかにしていくので，
ひとまず仮説命題という形で記しておく。それは「あるハイテク製品を外部企
業の協力を仰いで關発・製造している一企業が，その製品競争力を高めようと
すればするほど，一企業内における部門間の調整と同等の管理・調整能力が外
部企業との問にも必要になってくる」ということであるρ
　ζれに関しては，近年，メーカ〒とサプライヤーの関係の間題として浅沼萬
里が取り組んできた研究が示唆を与えてくれる6。彼は，礪係特殊的技能」あ
るいは「関係的技能」といった概念を用いて企業間関係を分析している。この
関係特殊的技能という概念は，中核企業とサプライヤーの反復的な相互作用
　（取引）を通じて獲得される学胃の蓄積（組織能カー筆者）からなる表層と，
一般的な技術的能力からなる基層の二側面から成り立っているとしている。と
くにユ浅沼の提起した企業間での相互作用を通じて獲得された学習の蓄積一（あ
るいは組織能力）を見ることは，企業間関係によりて生成する能力の間題を考
える上で大変重要な点である。
　しかしながら，彼の研究のなかでは，学習の蓄積が，企業聞関係に及ぼす影
響に刻）ては十分分析されているとはいい難い。’」すな卸ち，企莱聞ぞめ学習を
・浅沼萬星蓼、（菊谷達強竈）一旧本の企桑組綾、一革新的遭嬉のメカニズム↓東洋経済新報社，
／99陣，藤本隆宏・酉口敏宏・伊鳶秀史縄『サプライヤ｝システム』有斐閨，1998年を参駄
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成り立たせている企業間関係の枠組みやルールの構築（企業間関係の管理・調
整の枠組み，あるいは様式）については十分な説明を加えているとは言えない。
そこで，筆者は，この浅沼氏の関係特殊的技能のアイデアにヒントを受けつつ
も，その技能の中身を記述することによって，企業間に生成する能力に関する
分析を深めたいと考えている。
　この分析の深化にあたって，筆者は「関係特殊的能力」という概念を設定し
たいと思う。この関係特殊的能力は「中核企業と関係企業の聞の反復的な相互
作用を通じて形成される組織的な能力」を指す。この関係特殊的能力の概念は，
外注部晶メーカーを管理する親会杜の能力や方法7を指す場合もあるが，筆者
は子会社の能力も含めている。というのは，親会杜の子会社管理能力やその枠
組みだけでなく，その枠組みを受容する子会社の能力も，大きな意味で関係健
のなかに含まれてくると考えているからである。
　ところで，ここで「関係特殊的能力」の具体的申身について少しふれておく
必要があろう。詳しくは後段のケースで見るが，主に二つが考えられる。ひと
つは，企業間の管理．・調整を行うマネジメント・スキルを持ったリーダーの存
在である。この両社に信頼されたり一ダーによって，企業聞に人的ネットワー
クが形成され企業間での惰報の移転が効果的に行われる。これは，どちらの企
業の組織能力をも熟知したリーダーによる，人的ネットワークを通じた，両企
業の組織能力の緒合と考えられる。そのため，提携先の企業の組織能カは，親
会社に完全に所有されていなくても，一企業内の組織能力とほぼ同じように機
能すると考えられる8。
7　この種の研究の代表的なものに，Aber㎜thy，W　J，。C一盆・k，K，B．，乱nd　Ka皿㈹w．A．M、、肋伽‘伽
R伽側3担物、Basic　Books、工983（望月監訳・輿銀調査部訳rインダストリァルルネヅサン久』T
　B　Sブリタニカ，19劉年），ch告3，および，字田川勝「企業間競争と晶質管理1日産とトヨタ」
　（法政大学産業情報．センター綴『目本企藁の品質管理1有斐閣，1995年　所収）がある。
8　この点に関しては，業種は異なるが、和田一夫「「準垂直型組織」の形成一トヨタの事例
一」（『アカデミア　経済経営編』篤83号，1984隼）のすぐれた研究がある。
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　いまひとづは，企業聞の管理・調整のための「企業間調整の枠組み」，つま
り，バダラッコがいうところの知識の連鎖を管理する手法自体である。バダ
ラッコは具体的に言及しなかったが，本稿では，その企業間調整の代表的な枠
組みとして「晶質管理」に注目する。すなわち，晶質管理を通じて，企業間の
製品關発・製造のプロセスを，一企業内での同じプロセスと同様の状態にする
ような枠組みの制定が，関係特殊的能力のもう一つの側面である。
　以下，上で検討した企業間の組織能力を説明する諸概念をふまえ，富士通が
子会社，神戸工業との聞に形成した組織能力を「関係特殊的能力」という主要
概念を用いて，富士通の組織能力の形成の重要な特徴を明らかにすることにす
る。そのため，次節では，富士通が提携などの企業間関係を通じて組織能カの
形成を行りてきた歴史を概観する。そのなかで、とくに本稿で見る神戸工業が
どのような意味を持っているのかを明らかにする。第三節では，富士通が汎用
コンピュータ開発で神戸工業の組織能力を利用することになるまでの経緯を見
る。と＜に，1958年に神戸工業を子会社化し，富士通が神戸工業の組織能力を
どのように利用し始めたのかについて述べる。第四節では，富士通の競争力に
とって重要な部分である汎用コンピュータ開発において，神戸工業の組織能力
を援用しつつも，製品開発力を高めるためにどのような「関係特殊的能力」を
構築していったかについて述べる。とくに，両社の聞の企業間の管理・調整の
枠組みとしての品質管理運動に注目することになろう。おわりにでは，企業閲
関係における関係特殊的能力の形成の問題を，富士通の組織能カの形或と関係
づけ，整理する。
■2　富士通のコンピュータ・ドジネスの発展と企業間関係一神戸
　工業の位置づけ
本節では，富士通の企業聞関係の歴史のなかで，今回焦点をあてる神戸工業
がどのような特徴および意味を捧っているのかを明らかにする。そのために，
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同社のコンピュータ・ビジネスに関連する企業間関係の歴史を概観する。とく
に，1950年代から1970年代前半までに，富土通がいかなる企業といかなる提携
を行ったのかについて見る。
　富士通のコンピュータ・ビジネスは，1952年の東京証券取引所の株式精算シ
ステムの開発に始まる。同機は，入出力装置の不備のため，東証への採用が見
送られた。そのため，高度な入出力装置のいらない科学用コンピュータの開発
に富士通は方向を転換していった。翌年の1953年に同社は，FACOM100とい
うリレー式（継電器式）の科学用コンピュータの開発を開始した9。
　ところで，1950年代後半には，入出力装置の必須な事務用コンピュータ市場
が日本でも拡大しつつあった。そのため，富士通も事務用コンピュータ
FACOM212の開発に乗り出した。しかしながら，事務用コンピュータに必須
の周辺機器は十分なものを自社生産できず，I　BMの機器を購入し，本体に付
属させなければならなかった1o．
　I　BMに周辺機器を依拠し続けるのはビジネスとして得策ではないと判断し
た富士通は，1957年に電報用の和文タイプや和文印刷電信機の製造を行ってい
た黒沢商店との提携を企図した。結果，富士通と黒沢商店との合弁会杜「黒沢
通信工業（株）」を設立した。これが，富士通のコンピュータ開発に関する初め
ての企業間関係の生成であった。この黒沢商店との合弁は，富士通が，黒沢商
店が有しているテレタイプの技術と製造工場の利用を考えたためであった11。
　黒沢通信工業の設立と相前後して，富士通は，コンピュータの計算サービス
市場を企図した有隣電機精機（株）と業務提携を行った。そして，1956年，宥隣
電機社屋内に商用計算のサービスを行う「富士電算機計算所」を設置した。同
所は，有料委託計算を行うだけでなく，コンピュータ販売の特約店機能も持た
9　松山辰郎「富士通における計算機閑発の歴史」（r情報処劉Vol．18ゴNσ7），664－667ぺ一ジ。
10　山田鴬「パラメトロン計算機」（富士通（株川池田記念論文集」），55ぺ一ジ。
1ユ富士通信機（株）r富士通信機ニュース』No．17，6ぺ一ジ，およぴ，筆者による黒沢張三（黒
　沢不動産椙談役）とのインタピュー（1998隼8月ユ2日）宙
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せたものであった12。
、一1960年頃。富士通は，皿通信機器メ←カ←一出身のため，’依然，周辺機器に必要
な機械技術が弱かった。もちろん，上記の黒沢商店との合弁を契機に少しず？，
機械技術のスキルを獲得していたが，1960年代のコンピュータ・ビジネスの急
遠な拡大には十分適応できなかった。1957年に富士通は，伝送用の真空管開発
のために，電子管の技術蓄積のあった神戸工業（株）と提携した。しかしながら，
後で詳しく見るように，当初提携の目的にすらあがらなかった神戸工業の機械
部門の技術が，富士通のコンピュータ開発に生かされることになる。とくに神
戸工業の周辺機器製造を可能にした潜在的な能力は，富士通が，当時拡大する
コンピュータ市場に適応できた主要因であると考えられる。
　富士通は，1960年代の後半から海外市場への拡大を企図していた。そのため，
海外展開への準備室として，1968年にアメ・リカのカルフォルニアに「富士通カ
ルフオルニア」を設置した。、同拠点の主月的は，海外市場の調査と後に技術提
携を行うアムダール杜のジーン・アムダール氏とのコミュニケーションにあっ
たユ3。そして，1972年に富士通はアムダール社と披術提携を行った。この提携
の目的は，アムダールの持つI　Cの高集積化技術の獲得と，アムダール社の大
型汎用コンピュータのO　EMを富士通が行うことによって間接的にアメリカ市
場に進出することにあった。
　これとほぼ同時期に，富士通は日立製作所との汎用コンピュータの開発提携
を行りた。これは，政府の指導の下でρ，国内市場の自由化を目前にレた業界
再編の流れに沿った提携であったユ壬、
12岡本・石井「脳C◎泌1郷の恩い出」（富土通鱗）『池田記念論文築』一），娼ぺ一ジ，臼井健治
　「FACαM闘発史（上）」（『ユンビュートビア」ユ9ア5年4月），ユ／8ぺ一乳
ユ3小林太循rともかくやってみろ」東洋経済新報社，1983集98～99ぺ｝ジ，および亜筆者…二よ
　る襲鰯直哉（富±通ソーシャル・サイエンス・ラボラトリ敬長）とのインタピュー〔ユ998隼2月
！蝸）。
工4憤土通（株）帷史刎蝿H螂ぺ一ジ蓼
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　1970年頃から，多くの業種におけるコンピュータの普及に伴って，コン
ピュータ市場が急速に拡大していた。富士通は，大型コンピュータに強みを
持っていたが，同時期のコンピュータ市場の拡大は，大型から小型のコン
ピュータ全般にわたるもので，富士通もかかる市場の拡大に対応する必要に迫
られた。そのため、小型事務用機器の開発・販売で多くの経験を持つ企業との
提携を企図した。1972年には，内田洋行およびユーザック電子との聞で，小型
機，超小型機，ピリングマシンといったオフイス・ユースのコンピュータの開
発・製造・販売の全面にわたる提携を行ったユ5。
　このように，富士通は自社の組織能力の弱いところを提携によって補完して一
きたことが分かる。しかしながら，それが，どのような意図で，しかも，いか
になされてきたかについて詳しく見る必要がある。なぜなら，富士通の組織能
力を補完することになった同社の提携行動と，そこに発芽した関係特殊的能力
こそが，同社の組織能力を語る上で重要であることを，本節が暗示しているか
らである。とくに，富士通がコンピュータ・ビジネスに完全に適応できた原因
の一つの重要な部分が，神戸工業との提携からであったことが，同社の提携の
歴史から見て取れるであろう。それはつまり，コンピュータが本体と周辺機器
からなるシステム製品であるという理由から，コンピュータ周辺機器が，コン
ピュータ・ビジネスにとって一’つの重要なファクターであり，この周辺機器の
安定調達を富士通に可能させたのが神戸工業との提携であったからである。以
下，上記の理．由から，富士通と神戸工葉の企業間関係の歴史を取り上げ，それ
によって，富士通の組織能力の本質の一端を明らかにすることにする。
ユ5富士通（株〕『社史2』！37］138ぺ一ジ。
5ユO
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3　富士通と神戸工業の企業間関係の始まり一官士通の経営介入
　と能力の移転：1958年～64年一
　本節では，富士通が，なぜ，コンピュータ開発に神戸工業の組織能力を援用
するようになったのかを理解するために，両社の企業間関係の生成に焦点をあ
てて見る。実際，両社の技術提携当初は通信機の分野においてのみ始められ，
コンピュータ・ビジネスとは無関係であった。しかしながら，神戸工業の経営
が悪化し，富士通の資本参加と経営介入が開始されるなかで，神戸工業の有す
る諸事業部門の再編・統合といった合理化が行われた。しかし，その合理化の
過程で，富士通は，神戸工業自体の組織能カの再編・開発だけでなく，神戸工
業との新しい企業間関係を形成する契機が生じた。それは，不況部門であった
神戸工業の機械部門のスキルがコンピュータ周辺機器製造に転用され，同部門
が富士通のコンピュータ・ビジネスの一角を構成するようになったことである。
3－1業務提携から経営介入へ一神戸工業の組織能カの再編と開発
　富士通と神戸工業の関係は，ユ957年7月に締結された「真空管購入および通
信管共同研究に関する莱務提携契約」に始まる。この提携は，富士通の通信機
部門が，搬送用および無線装置用の真空管の調達を必要としていたことから生
じた。富士通は，伝送事業に乗りだそうとしていたが，同社が搬送装置の核と
なる真空管製造を行っていなかったために，還信省より事業認可が下りなかっ
た。そのため，搬送用の真空管の供給先を探していたが皇当時，搬送装置に使
用する真空管は，．ライバル企業である日卒電気しか作っていなかった。そこで，
この分野での経験がある神戸工莱との共同研究という形で業務提携を締結した。
この業務提携と同時に，富士通は神戸工業にユ0％の資李参加を行い，冨士通り
　！6寅士創橡）『杜史2」！976隼，τ9HδCぺHジ，「神戸の／C隼を語る」（r神戸工業ニュ←ス』晦
　ユ鈎，在ぺ一ジ⑪
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常務であづた相田長平が神戸工業の取締役に就任した16。
　神戸工業は，研究開発には優れた能力を持っていたが，売上高に占める電子
部品の販売額が完成晶販売の額に比べて大きかったため，利益率グ低く，収益
構造を圧迫していた。それに加え，1957年半ばからの金融引き締めにより，神
戸工業の経営がさらに悪化した。そのため，神戸工業の経営に不信感を募らせ
ていた，神戸工業のメイン・バンクであり，50％以上の筆頭株主であった神戸
銀行は，神戸工業の経営の引き受け手を探し始めた。
　神戸銀行は，神戸工業の借入金一部棚上げ，および借り入れ残金の利率低減
を条件に，富士通に神戸工業の経営を要請し，その案件は富士通に受け入れら
れた。この富士通と神戸銀行の協議および決定は，神戸工業の高尾社長には全
く知らされずに行われた。富士通への経営委任の合意がまとまると，神戸銀行
のイこシアチブの下，1958年10月16日の臨時取締役会で，高尾社長，佐々木・
吉村両常務の退任が議決された。そして，つづく11月27日の定時株主総会後，
富士通の相田長平常務および渋谷和夫を中心とする新経営陣が就任し，再建へ
と乗り出すことになった。これと同時に，神戸銀行保有の神戸工業の株式90万
株を富士通が譲り受け，富士通が筆頭株主となった17。
　富士通から神戸工業社長に就任した相田長平を中心とした新経営陣は，30億
円にのほる借入金と，売上高の10％に及ぶ金利負担を軽減することを第一の目
標とした。このような目標が設定されたのば，相田社長が，就任直後，同じく
富士通から神戸工業に着任した常務の渋谷和夫と取締役の立原一夫とともに，
神戸工業を調査した結果に起因していた。神戸工業の内実は，研究題目100件
弱，半製品は数十件を数え，同社の資金繰りを圧追していることが確認され
た18。このように研究題目が肥大化していたのは，神戸工業が政府機関の新し
17以上の経緯は富士通（株〕隔戸工業社史j1976年。3ト38ぺ一ジ，絹島毅r波濤』（財）電気適
信学会　1992年，417ぺ一ジ。
18　『神戸工業社兜’はじめに前
512
　　　　　　　　　　富土通（株）の組織能カ形成に関する」考察　　　　　　　　　エ81
い需要に沿うような研究開発に率先して協力していたため，応用研究よ』り一も，
むしろ旦基礎的な研究に重点を置ぎ；一R＆Dとビジネスを遭切に結びつけるこ
とに大きな注意を払っていなかったことがあげられるユ9。その精呆，主に富士
通側のメンバーで構成された新経営陣は，借入金と金利負担軽滅のために，製
晶の増産，拡販による奴益g）向上・改善に力を注ぐことになった20。
　新経営陣は，R＆Dとビジネスを結びつけるために，具体的に三つの経営方
針を打ち出した。第一に，べ一スロード（基幹製品）の確立と特殊製品の開発
であっれ相田社長の指揮の下，真空管，トランジスタ（半導体），ブラウン
管の三品種を柱にして，その量産に力を注いだ。これは当時のテレビブームに
対応し企図されたものであった。その一方で，クライストロン，およびマイク
ロゥ斗一ブ・チ早一ブの開桑にも取り組む二とになった。こρことは，前者は
在目米軍の防空監視レーダー用の特殊真空管の重要が見込まれたため，そして，
後者は電子レンジ用の特殊第振管の将来的需要カ況込まれたたゆ，各々に使用
される特殊管の開発・製造に乗り出したことによる21。第二に，輝翠り健全化
と実現であった。とくに，不良資産整理を断行，圃定資産償却の計上，受取手
形についての取り諏いの確文，不良債権発生防止，、生産晶種の整理縮小などに
努めた。第三に，社内機騰、諸規定の改廃整備であった22。
　以上の経営方針に基づき；早連，神戸工業の新経営陣は三つのべ一スロード
増産のための設備投資，および，大電力のクライストロンとマイークロウェi
ブ。チューブ開発のためのR＆D投資を行った。具体的には，1958年下期から
の好況（岩戸景気）による基幹製品の在庫の∵掃を契撲に，」195瞬ユ明，ベプ
スロード三品種の第一次増産討画が掲起さ払矛算総頚3億円が投じら牝た。
！9小林太祐「経営雑感」（晴±通マネジメントレピ具H』・79．5，N⑪2），3ぺ一ジ，穏島毅，
　前掲茸4！0ぺ←ジ邊
20　蹄戸工業社剋3gぺ一ジ。
2！綱島毅，前掲替，似刈15ぺ一氏
滋　『神戸工桑社則39一郷ぺ一ジ，聯戸コニ蒙ニュー刈晦！32．一4ぺ←ジ。
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特殊．管の分野では，1960年にアメリカのスペリー・ランド社よりクライストロ
ンの技術導入し，その製品開発に資金を投じた。また，マイクロゥェープ・
チューブに関しても，アメリカのリトン社よりマグネトロンという特殊発振管
の技術導入を行い。開発を進めた23。
　神戸工業は，べ一スロードに係わる部門へは積極的に投資をして組織能力の
開発を進める一方，業績の悪い部門は整理・統合し，合理化をはかった。合理
化の顕著な例として，電器部門では，これまで真空管材料を自前で製造してい
たが，その材料を外部から安価に購入できるようになったため自社製造を中止
したことがあげられる。これと同様に，外部市場で容易に代替でき，内製の必
要性がなくなった各種部晶は，ほとんど生産中止とした24。
　経営陣を送り込むといった富士通の介入によって，神戸工業の組織能カは大
きく再編，そして新たに開発されていった。生産設傭とそれにたずさわる人材
への投資，収益性のある製品關発のためのR＆D投資によって，神戸工業は，
自社の組織能力を効果的に開発していった。その緒果，1958年に40億円だった
同社の売上高は，1964年には82億円と倍増するまでになった25。
　この神戸工業の事業再編の過程で，単に神戸工業の組織能力の再編・開発に
とどまらず，後に富士通の組織能力（とくにコンピュータ周辺機器の開発スキ
ル）を高めるような，富士通と神戸工業の新しい企業間関係が生成することに
なる。次にその経緯を見ていくことにする。
3－2宮士通による神戸工業の機械製造スキルの利用一コンピュータ・ビジ
　ネスに関する企業間関係の生成
　富士通による神戸工業の再編の過程で，富士通と神戸工業の間にコンピュ』
23　『神戸工業社剣39－40．45－46ぺ一ジ，綱島毅，前掲亀4ユ4－415ぺ一ジ。
2垂以上の経緯はr神戸工業社史j4ト42ぺ一ジ。
25　『神声工業社史183ぺ一ジ。
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ダおよび半導体ビジネスに関する企業間関係が生成することになったらこれは，
富士通から神戸工業に監査役として派遣されていた尾見半左右（当時，宮士通
（株）電子工業部都長と兼職）によるところが大きかった。」彼は，神戸工業の機
械部門と半導体部門の持っている製造スキルを，富士通のさらなる発展に生か
せると考え，両杜の新しい企業間関係を作り上げようとした。以下，その経緯
を見ていくことにする。
　富士通による神戸工業の諸部門の整理。統合のな牟で，神戸工業の前身であ
る川西機械工業（株）からの伝統を有していた機械部門も，当時の繊維機撤や産
業機械が繊維産業の不振から発展が見込めず，必然的に整理の対象となってい
た26。しかしながら，神戸工業の監査役であった尾見半左右は，神戸工業の機
械部門に多くの優秀な機械技術者がいることを調べ上げていた。そして；彼ら
のス判レは他の製品分野，と、くに，コンピュータの周辺機器製造に活用できろ
ξ考えていた。そのため，．尾見半左右は，ちょうど富士通に依頼されていた日
本競馬協会のトータリゼニタ嶋券販売機）の試作を，神戸工業主こ斡旋した三7。
尾見半左右は，富士通の弱みであった機械技術を神戸エ業の機稼技術で補完す
るという戴略の実行可能性を，一神戸工業での監査役の経験を通じて，確信して
いたのだった。
　富士通は，アメリカのI　BMのような事務機器メー声一出身の企業とは畢っ
て，通信機器メーカHであったため，十分な機械技術のスキルを有していな
からた。事実，同杜はコンピュータ’・ピジネスヘ率り出した当初から，事群用
コンピ立一タを市販するのに必要な，カードの読み取り装置；分類装置，およ
びプリンターなどの周辺機器装置の製造に大きな問題を抱えていた。同社は，
20　聯戸コ：業社山史』42べ丁ジ。
貌　野上秋太郎「神戸二〔業における尾見芋左右さんの、畏い胆」（（様）富±通研究所幌見半左有さ
　んの墨い削198鉾所収），26ト268ぺ一ジ。
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一時I　BMの周辺機器を付属させて販売してもいた28。ユ960年代に入ってこそ，
自ら周辺機器を製造していたが，量産となると別であった。1960年代半ばのコ
ンピュータ市場の急速な拡大に対応するには，白紙の状態から周辺機器製造の
ための工場建設や人材育成をしていては時問的に遅れをとる可能性もあった。
その結果，尾見は，馬券販売機やコンピュータの周辺機器製造に必要な機械技
術のスキルを有した人材が数多くいる神戸工業の機械部門を最大限利用し，富
士通のコンピュータ周辺機器開発をより円滑に進めようと企図したのであった。
　さらに，尾見半左右は，機械部門における試作開発の斡旋だけでなく，神戸
工業の半導体部門に係わりをもち，積極的に富士通の技術者との技術交流を
行った。とくに，完成晶メーカーというよりも部品メーカーの性格が強かった
神戸工業は，完成品市場からの二一ズを的確に捉えていなかった。そのため，
尾見は，市場の動きに疎かった神戸工業の人々に，より進んだ半導体開発のた
めの知識を与えようとし，富士通の半導体部門との技術懇談会を何度も企画し
た。この技術懇談会は，最終的には，神戸工業と富士通の半導体開発における
分担までも話し合われる場にまでなった。そのため，神戸工業の半導体部門は，
富士通が持っている市場に関する豊富な情報によって，時代の流れに沿った適
切な技術選択を行うことができた29。
　しかし，これを富士通側から見れば，技術懇談会という調整組織を企業聞に
28富士通が初めてコンピュータ開発に取り組んだ，1953隼の「東京証券取引所株式精算システ
　ム」の試作機開発でも，分類装置の処理速度が実用性の点で問題があるとされ，同取引所への採
　用が見送られた。その後，富士通は周辺機器装置の製造スキルに左右されない計算のみを行う科
　学用コンビュ」タに開発の重点を移していった。ところが，将来的な事務用コンピュータヘの市
　場の二一ズが見込まれたため，1950年代後半から，再び事務用コンピュータの開発に取り組んだ右
　しかしながら，この時点でも実用に耐える周辺機器を擬供することができず，I　BMのものを購
　入して顧客に提供することになった。これらの経緯は，松山辰郎’r富士通における計算機開発の
　歴史」（『情報処劉Vol．ユ8，No．7．1977年），664ぺ一ジ，および，川谷幸磨「発展の舞台裏」
　（r富士通マネジメントレピュー』18ヱ、4、固σ25），26ぺ一ジを参照。
29　（株〕富士通研究所，前掲書，2磁一265ぺ一ジ。
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設置したことによづて，富士通の半導体ビジネスの足りない部分を補完するだ
けでなく，神戸工業の組織能力を閏接的にコントロールできるようになった。
すなわち，富士通は，企業間調整の枠組みの形成を通じて，外部の組織能力を
自社の組織能力のように扱えるようになった。
　ところで，前述した両社のコンピュータ・ビジネスにおける企業問関係の生
成ピ関しては，コンピュータの周辺機器の開発の進展とともに，新たな問題を
引き起こすことになった。それは，高度な技術を有する製品における品質を企
業問でどのように維持するかという問題であった。その具体的中身を次節で見
ていくことにする。
4　コンピュータ周辺機器開発における富士通と神戸工業の企業聞
関係の深化一関係特殊」的能力の形成：1964年～67年
　神戸工業の機械部門が有していた優れた技術者のスキルは，富士通のコン
ピュータ周辺機器の製造のために転用されたことはすでに見た。しかしながら，
この転用過程で「品質の縫持」という新しい問題が企業間に生じてきた。．具体
的には，企業聞での製品開発の流れが，単なる一時期のみの受注を越えて，プ
定の継続性を持つようになると，神戸工業側の品質管理のレベルを富士通の基
準に合わせる必要性が出てきた。それは，必然的に神戸工業においても，富士
通で行われていた品質管理運動を受け入れていくことを必須のものとした。
　以下では，その品質管理運動の形成プロセスを見ていくことによって，富士
通が享神戸工業の有する機械製品の生産能力を十分利用できるような企業間で
の製品開発に関する調整の枠組みを，いかに形成していったのか，そして，そ
こにいかなる関係特殊的な能カが形成されたのかを明らかにする。
4－1官士通による周辺機器の発注と神戸工業における品質管理の要講
　ユ960年代，コンビュータ雷要は急連な高まりを見せていた。例えば，」国産
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表1　会計年度別電子計算機納入実績　単位：千円
機器納入年度 国産機総計 日本市場総計
1960年 1，827，860 6，698，715
196ユ年 2，423，150 13，271，419
1962年 7，348，490 22，106，821
1963年 12，868，28543，310，008
1964年 17，846，0574且，662，64！
ユ965年 26，659，23151，289，874
1966年■ 35，808，66966，824，577
ユ967年 51，250，ユ81108，840，060
出典1電子機械工業会編『電子工葉20年史』ユ968年，u8ぺ一ジ
機・外国機両機器を含む日本全体の電子計算機の市場は，機器の納入実績（表
1参照）で見ると，1960年に約67億円の規模であったものが，1965年には約
510億円市場にまで拡大した。さらに，1967隼までには1000億円強の規模にま
で達し，1960年次から見ておよそ15倍の規模にまで拡大した。国産機のみの市
場を見ても，1960年に約18億円の規模であづたものが，1967年までには510億
円強と30倍に迫る伸び率を見せている3c。
表2　周辺機器装置の生産高推移　単位：千円
機器生産年度
1965年
ユ966年
1967年
1968年
生産総額
13．996
20，638
壬1訂913
74，549
前年度比
　N　A
147％増
203％増
178％増
出典：（財臓械振興協会緩済研究所編rわが国機械産業の現
　　状と問題点』i970年，130ぺ一ジより
30　日本電子計算機（株）の調査より。電子機械工業会編隔子］＝業20年史11968年，1ユ8ぺ一ジの
　表を参照。
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　さらに｛1960年代を通じて，事務の機械化が進み，科学技術用コンピュ←夕
よりもむしろ事務用コンピュータの二一ズが高まった。その精果，事務用コ」ン
ピュータでは必須の周辺機器の需要が拡大した。このことは，例えば，1960年
代半ばからの周辺機器生産高の推移（表2参照）を見てみると，ユ965年は約
140億円，！966年は約200億円，1967年には約420億円と年々倍近くの伸びを示
していることからよく分かる31。
　そのため，富士通は，この拡大するコンピュータ需要に，先述したように神
戸工業の機械部門のスキルを転用することですぐさま対応」した。事実，、富士通
は，コンピュータの周辺機器，すなわち，紙テープ機械類，カード・り一ダー，
カードパンチャ←，パルス・モータ←，ラインプリンター，．磁気ドラムなどを
神戸工業に受注した。また，受注生産依頼と同時ら技術指導も行い，富士通
の有するコンピュータ技術に関するスキルを教授していった32。一方，神戸工
業自身も，富士通からの周辺機器類の発注が増加したため；ユ964年に周辺機箒
製造のための専門工場（明石工場）を建設した33。
　このように，両社がコンピュータ周辺機器に関する製晶開発・製造で親密な
協力体制を構築していった結果，神戸工業の売上高に見る周辺機器製造を含む
精密機械分野の比率は，1965年に4．9％であったのが1967年には約9％にまで
高まっただけでなく3千，！967年には，富士通へ販売される神戸工業の製品の内，
コンピュータ関違の周辺機器を含む精密機械分野の販売比率が80％を越えるま
でになった35。つまり，富士通と神戸工業の企業聞関係は，二提携当初の通信機
31　（財）機械振興協会経済研究所絹『わが国穣滅産蒙の現状と間題点一産蒙編・昭和45年6月
h二』ユ30ぺ←ジ；霧2表を参照邊
32（株）富士通研究所，前掲書，26τぺ一ジ。
33　（株）當士通研究所，葡掲書，268ぺ一ジ。
34　蹄、戸〕〔業社史』」跳吊85ぺ一乳
35神戸工業（株ジ隙37・38期営藁隷告割」およ氏榊戸工業社則一錐→85ぺ一ジの数値より算
　出した。
5ユ9
　工88　　　　　　　　　　　早稲国商学第383号
器分野よりも，むしろ，コンピュータの分野での協力体制が中心になっていっ
たむ
　しかしながら，コンピュータ周辺機器における両社の関係の深化は，製晶開
発および生産上における二つの問題を，神戸工業に生じさせた。ひとつは，コ
ンピュータという機器の性格からくる問題であった。コンピュータは，本体と
周辺機器などからなるシステム的性格を持つ製品なので，富士通で作られてい
る本体の設計変更があった場合，神戸工業で作られている周辺機器も当然その
設計変更に適応させなくてはならない。このことは，神戸工業の周辺機器への
設備投資は，富士通のコンピュータ・ビジネスに完全に対応したものであり，
それ以外に転用の難しい関係特殊的な投資であることを意味していた。その結
果，良くも悪くも，同社は富士通のコンピュータ・ビジネスの行方に左右され
た・例えば，富士通が受注した馬券販売機の規格変更に伴う，急な設計変更と
いった事態が生じていた36。しかしながら，この富士通とのやりとりによって，
神戸工業は，馬券販売機において日本競馬会の機器審査に合格し，重要なビジ
ネス分野を切り開いた37。ここで神戸工業が獲得した能力は，周辺機器の生産
スキルだけでなく，次に見る問題，つまり，晶質管理の問題を解決するような
「管理スキル」であった。
　両社の関係において生じた，いまひとつの問題は，コンピュータ・ビジネス
において最も大切な機器の信頼性の問題であった。とくに，製晶の技術レベル
が高度化してくると，それに伴ってコンピュータを構成する各部晶の質も必然
的に高度化要求がなされてくる。そのため，富士通が神声工業に発注した周辺
機器の晶質は茗神戸工業まかせという訳にはいかなかった。さらに，メーカー
36　「業務の概要（40年度〕」（嚥戸工桑　S40－43jに所収）を参照。同費料は，神戸工業社史
　編纂のための資料ノートである。
37（株）富士通研究所，前掲書、268ぺ一ジ。
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にとっては，一ロンピュータの周辺機器白体に欠陥が認められれば享正常なもの
に替えることで対応可能だが，そのコンピ早一タを使用していたユーザーのイ
メ←ジは取り返せない。さらに悪いことに，当該企業がコンピュータの利用を
止め，他社のコンピュータに乗り換えるかもしれない。すなわち，欠陥品の出
荷は，企業にとって，コンピュータの販売自体を左右しかねない大問題であっ
た。そのため，富士通は，自社だけでなく，コンピュータ関連製晶の発注先企
業にも，富士通の品質管理基準を要請するようになっていった。
　神戸工業は，ハイテク製品を扱ってきた企業であるから，当然，、いままでも
晶質管理運動を行ってきた。例えば，1960年6月に初めて晶質管理委員会が設
置され，同社の品質管理運動が開始された。1962年夏には品質向上原価低滅運
動が展開された。また，1963年夏には経費低減委員会が設置され，経費低減運
動が展開されるようになった。しかしながら，これら一運の運動は一定の成呆
をあげはしたが，事故は目に見えて滅少した訳ではなかった。そのため，アメ
リカのZD（ゼロ・、ディフェクト）．運動を検討し，、同社の実情に合れせて新た
な品質管理運動を行うことになった38。
4－2神戸工業における「品質向上運動」の展開
神戸工業における，従来のものよりも高度な品質管理の運動は丁品質向上運
動」一と称せられ，実行に移されていった。1967年6月26日に尾見社長より同運
動の実施通違がなされたが，」その通達に同運動の発起の趣旨が簡潔に述べられ
ている。
　　　　当社は電子部品および通信機器，電子機番の分野に桃’て優秀な技術
　　　をもって絶えず品質の良い製品を作ることに努カしてきた。・しかしなが
艶　「品質向上運動」（腋戸二〔業　S郷胆娼』に所収）⑪
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　　ら，市場は目まぐるしく日々変転を続けており技術革新に対応したより
　　優秀な高度の信頼性を有する製晶が要求されるようになった。
　　　当社の生産している電子管・半導体などの電子部品は勿論のこと，こ
　　れを使用しているオートラジオ，通信機器，計測機器，更に電算機：周
　　辺機器は極めて高級化しその構造も非常に綴密化しているので，特に信
　　頼性が高く晶質を保証しえるものを供給することが必須の要体となって
　　きている。このため，当社では開発，製造から納入，サービスに至るあ
　　らゆる段階で単に欠陥をなくすだけでなく，更に一歩前進して信頼を高
　　め品質を保証することに能力を緒集して市場の要請と当社に寄せられた
　　信頼に応えなければならない（後略）39。
　このように「晶質向上運動」は，神戸工業にとって，単に開発，製造，納入，
サービスの各段階において欠陥をなくすだけでなく，その流れのなかでr信頼
性のある」晶質を作り込んでいく組織的対応の晴矢となった。以下，この運動
がどのように展開されたのか，また，展開されるにあたって親会社の富士通は
どのような役割を果たしたのかを見ていくことにする。
　この晶質向上運動は，尾見半左右社長のリーダーシップの下，各工業部（電
子部品。電子機器，通信機，ラジオ），研究部，生産技術部，資材部において
1967年10月に開始された。また，同運動の具体的施行は，基本的に，各工業部
の実情にあった目標・ポイント設定に墓づいたものであった。例えば，電子機
器工業部では，取り扱い製晶がコンピュータ周辺機器としての入出力装置，そ
して馬券販売接であったので，高信頼性の確保，故障の絶無に重点が置かれ，
後述するような親会社，富士通と同様のr高信頼性運動」として展開されたむ
39　r品質向上違動について一ユ967年6月26日の社長通逢」（『神戸工業　S40－43jに所収）よ
　り（原文のまま）。
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尾身半左右氏（富士通（株）広報部より）
また，ラジオエ業部では，コスト・デザインに重点が置かれた40。
　晶質向上運動を実施する租織は，各工業部長の下に晶質向上委貝会が設置さ
れ，統括にあたるが，実際の運動の単位は，一各課長の下に設置された「グル㍗
プ」によっておこなわれた。各グループは，共通の仕事をもった1O名程度の従
業員から構成され，各グループでリーダーが選出された。そして，リーダーを
中心に具体的な達成目標などを決定し，それを実行し，博に応じて品質向上の
提案，箱果報告がなされた4ユ。
　例えば，電子筏器工業部でρ実施過程を見てみよ．う。電子機器工業部では，
入出力機器関係，崖体・外装関係，計翠擬関係の三部門別に品質甲上実行委員
40　r品質向上運動」（『神戸工業　β4ト側に所収），および「晶質向上運動について一ユ967
　年6脳6目の社長適達」蓼
41　「晶質向上運動」竈
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会が組織された。そして，重点目標として，（1）原因不明障害の絶滅，（2）作
業の標準化，（3）設計上の問題点指摘，（4〕迅速な情報のフィードバック，（5〕
信頼性作業の徹底の五点が掲げられた。とくに，同工業部の中心製品であるコ
ンピュータ周辺機器のもつ特徴，すなわち，間違った処理が許されないことか
ら，高信頼度の確保に最重点がおかれた42。
　実は，この「晶質向上運動」は，当時，富士通で行われていた「高信頼性運
動」という品質管理運動が，神戸工業社長の尾見半左右によって神戸工業へ移
転’されたものであった。尾見半左右，神戸工業社長は，同時に富士通の電子工
業部部長であり，富士通のコンピュータ事業を統括する立場にあった。そのた
め，彼は富士通内で，1960年代後半に急速に興隆しつつあった新しい市場，す
なわち，データ通信システム，オンライン・バンキング・システム，馬券販売
機などのビジネスヘの対応を考えていた。このいずれのビジネス分野も，シス
テムに不具合があり，それが原因で社会的に問題を引き起こした場合，企業が
その責任をある形で負う必要が出できた。そのため，この種の新たな市場に対
する具体的施策として，コンピュータなどの機器の信頼性確保の施策に力を注
いでいった43。この信頼性の確保は，富士通の周辺機器を作っている神戸工業
にも同時に適用すべき課題であることに彼は気づいていた。そこで，富士通の
高信頼性運動仏に遅れること一年，神戸工業にも高信頼性確保のための組織的
な枠組みが敷かれることになった。
42　「電子二［業部メモ」（『神戸工業　S40－43jに所収）・
迅3富士通（株）丁社史3』1986隼，52ぺ一ジ。馬券販売機のケースで少し檎足しておく。富士通は，
　1965隼の「コンピュータ処理式の馬券販売機」の契約を締結した。しかし，その契約に際して，
　契約元の日本中央競馬会が富士通に対して「無限損害補償」という条件を付けてきた。これは，
　払戻金などの計算ミスで被った損書は，その機器の製作者が引き受けるというものであった。こ
　の契約条件に対応するため，富士通では，信頼性向上対策に取り組んだという経緯がある。
似　富士通では1966年10月に尾見半左右専務を委員長として「高信頼性運動推進委員会」が発足し，
　「高信頼性運動」が全社的に展開された。この運動は，単に欠陥をゼロだけでなく，高品質な製
　晶をめざして，積極的に機器の性能をあげていくといった発展志向の運動であった。詳しくは，
　小林大祐，前掲書，74－80ぺ一ジを参照。また，尾見半左右「高信頼性運動の開始にあたって」
　（富士通（株）附史2」1976隼，ユ18－119ぺ一ジ〕も参照のこと。
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　その実際の施行過程は，上記で見たとおりであるが，この品質向上運動の富
士通との一関係性という点について若干ふれておくこ七正こする。…ここで考えなく
てはならないのは，ハイテク製品に関する企業問での開発・製造に関わる問題，
すなわち，ハイテク製晶の一般的性格から生じる間題と，富士通と神戸工業の
企業間関係における品質管理の枠組みの適用のされ方，すなわち，神戸工業と
富士逼の晶質管理運動との相互作用の中身である。
　神戸エ業での馬券販売機およびコンピュータ周辺機器の開発・製造は，、富士
通の技術指導を受けていた45。これは，とくに，コンピスータ周辺機器の場合
は，親会社の作るコンピュータ本体のアーキテクチュア（設計思想）に合わせ
る必要があったためである。さらに，、ハイテク機器一般，とくにコンピュ∵タ
の場合は，設討の過程で設討の変更などが生じる可能性があり，，．製作過程での
情揮のやりとり，は綿密に行われていたと考えられる。
　このことかち，品質管翼運動においても企業聞のやりとりは密接におこなわ
机ていたと予想できる。．Lかしながら，神戸工業で施行さ、れた．［晶質向上運
動」においては，一資料の制約から断定はできないが，実際，富士通側の品質管
理のチームのよ一うなものが指導に直接かかわった記録はないよづである。すな
わち，富士通の品質管理委員会のようなものが神戸工業の晶質管理の運動を直
接統括していたわけではないようである・それでは，神戸工業では，とくにコ
ンピュHタ周辺撲器の品質管理の間題をいかに対処したのであちうか、すなわ
ち，一それは，富士通における高信頼性運動の施行する意昧と具体的方法を理解
していた尾見により，神戸工業での「品質向上運動」’が，＾冨士通の「高信頼性
運動」と同様のコンセプ十と．同様の枠親みで行わ牝たこ七によ、ってである二そ
のため；一稲戸工業似ヨンピュータ周辺筏器における製品開禿・製造の工程の品
質管理が，1富±通が要請さ牝る信頼性のレベルーという点でなされることになり
45野よ秋太郎，前掲書，湖ぺ≒ジ。
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た。
　このことは，企業問関係の問題にいかなる示唆を与えるであろうか。それは，
つまり，ハイテク製品の場合，製品の設計変更とそれへの対処といった企業間
でのやりとりの結果，企業間に形成される関係特殊的能力の中身は，共同体と
しての製品開発力よりむしろ皇開発・製造の工程を管理・調整する組織的枠組
みそのものの方が重．要であると考えられることである。
　富士通と神戸工業の場合；この組織的枠組み，すなわち，関係特殊的能力の
生成は；ハイテク機器の開発。製造に関する信頼性の確保の問題から派生した
ものであったが，この能力によって，富士通が，神戸工業の組織能力を管理・
調整できるようになった。換言すれば，このことは，企業の資産それ自体より
も，企業資産をコントロールするための管理・調整の枠組みやリーダーシップ
といった「マネジメント・スキル」としての関係特殊的能力が，組織能力の管
理・調整にとって重要な意味をもってくることを示している。そして，この関
係特殊的能力が，緒果として，親会社の組織能力を高める上で重要な役割を果
たした。これは，部品の一定の規格化がなされており，複数の自動車部品メー
カーが，親会社である組立メーカーによって競争させられるため，下請け会社
の製品開発力が最も重要になってくるケースとは異なるものと思われる。
5　おわりに
　本稿では，富士通の能力形成の一つの特徴である「提携を通じて外部企業の
組織能力を利用し，自社の組織能力を高めていく形態」について，コンピュ］
タ周辺機器に関する神戸工業との企業間関係の生成と，その関係の中身につい
て見てきた。それは，コンピュータ周辺機器という精密機械分野に限定されて
はいるものの，企業問で，高度な技術を有する機器（ハイテク機器）を開発・
製造する能力，すなわちリ両社の相互関係のなかで形成された「関係特殊的能
力」の中身に関する問題であり，以下の二点に集約される。
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　ここでのケースから分かった関係特殊的能力の一つ目の重要な要素は，企業
間のネットワークを形成・噌理するリーダーの存在である。具体的には，企業
問でのハイテク機器の製品開発を行う場合，両社の有する能力をよく熟知した
リーダーが管理・調整することが重要であるということである。
　不況にあえぐ神戸工業の機械部門が，富士通ρコンピュータ・ピジネス，と
くに周辺機器開発のために大きな転身を遂げたことは，富士通の電子工業部長
であり，神戸工業の監査役であった尾見半左右の洞察力とリ←ダーシップによ
るとζろが大きい。彼は，神戸工業の衰退部門である機械部門にいる優秀な技
術者が，コンピュータ・ビジネスのために有用であることを，監査役として神
戸工業にかかわっているときに察知していた。これは，半導体の部門ではさら
に顕著で，富士通と神戸工業の半導体部門の技術者の交流を，尾見が企圃，実
行していた。
　尾見半左右が，このような企業間ネットワークの形成，すなわち、両社ρ関
係付けを行いえたのは，彼の持っ資質と富士通での地位にあったといえる。す
なわち，資質の面では，彼が技術者であったため，神戸工業の技術の特徴を認
知できたことがあげられる。そして，地位の面では，彼が，当時；富±通の箪
子工業部部長で，コンピューター・ビジネスにおける大きな責任牽損っていたζ
とから，富士通の同ビジネスが抱える問題点，とくに，周辺機器製造のスキル
の不十分さをよく理解しており，当時，急速に拡大するコンピュHタ市場に早
急に対応する方法を企図し，実行できる立場にあったことがあげられる。
　第二に，企業聞でのハイテク機器の製品開発力を高めるには，技術や製品開
発カ自体の間題以上に，管理・調整の枠租みの問題が重要であるこ、と一を；こξ
でのケ∵スは教えてくれる。それは，すなわち享」企業間における、丁品質管理ρ
共通基準の設定」の間題であ私
　ハイテク機器開発においては，企業聞で二重の困難性が生じていた⑪ひと？
は，携器が持つ特徴からくる、ものあっれ員シピュータは，本体，そして周辺
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　轟2ア
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機器からなる統一のコンセプトに基づく「システム的製晶」であるので，設計
の段階からの企業間での設計思想（アーキテクチュア）の共有が大事になって
くる。神戸工業の場合は，富士通の指導の下で製晶關発を行っていたので大き
な問題には至らなかったが，親会社である富士通の設計変更があれば必然的に
それに対応した修正を神戸工業も行わざるをえなかった。
　このような設計変更は，コンピュータがシステムの信頼性を第一にしている
ことにも起因していた。すなわち，コンピュータがあらゆる業種のピジネスに
浸透して行くにつれ，顧客の信用をビジネスにしている金融機関や競馬などで
のコンピュータ利用が大きくのびた。そこでは，システムの誤動作およびシス
テムの停止といった事態は社会的混乱を引き起こす。そのために，混乱が起
こってから，メーカー側がすべて負うことは不可能であるから，事前の，つま
り，設計・製造段階での品質を作り込んでいく，高信頼性を縫持することが大
きな意味を持ってくる。
　困難の二つ目は，機器のハイテク化から生じる企業問調整の高度化要求で
あった。機器がハイテク化するにつれ，子会社の製造する機器すべての問題点
を設計段階で把握することは親会社にとって不可能になってくる。また，日々
発見される問題を生産管理に生かしていく必要が出てくる。とくに，第一の困
難性のところで指摘した，機器の高信頼性への要求が高度化してくると，それ
を達成するための組織的枠組みが必要になってくる。富士通と神戸工業の間で
は，富士通がユ965年に提起した，欠陥ゼロおよび晶質の飽くなき追求をめざし
た「高信頼性運動」を「品質向上運動」として神戸工業へ適用したことが，高
信頼性要求への組織的対応として重要な意味を持った。そして，その組織的対
応の結果，神戸工業のコンピュータ周辺機器の開発・製造の信頼牲の確保が，
富土通の信頼性のレベルで考慮され，実行されるようになったということであ
る。
　このことは，親会社富士通がコンピュータ・ビジネスにおいて製品競争力
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（機能性と信頼性）を高めようとすればするほど，一企業内の部門問の開発“．
製造の管理：翠整メカニズムーと同等めもめ抗企業間にも必要牛なっ下くるこ
とを示唆している。富士通は1神戸工業と一の企業間でのコンピュータ機器製造
の調整の困難を，信頼性向上を主眼とする「品質管理運動」という組織的枠組
みをもって解決していったのである。
　富士通の「高信頼性運動」，そして，神戸工業の「品質向上運動」に見られ
る組織的調整の枠組みは，富土通と神戸工業の相互作用のなかで生じたという
意味で「関係特殊的能力」であった。この能力は，富士通のコンピュータの思
想に対応した周辺機器を神戸工業が製造するなかで形成されたものであり，他
企業に脊易に移転できるものではない二そして，そのことが，逆に富ヰ通カ沸
戸工業の組織能力を問接的に利用することがで’き，最終的には富士通自1身の組
織能力を高めることになっているのである。
　まとめると，、コンピュータのようなシスチム化した製品の場合，製品牟より
高度化し，カスタム化して＜ればくるほど，一その製晶開発・製造能力は，企業
特殊的なものになってくる。そのため，・企業問においても一企業内と同様の管
理・調整の枠組みが必須のものとなってくる。そして，それを可能にしたのは，
富士通のリーダーシップの下，両社聞に形成された「関係特殊的能力」なので
ありた。
（追記）1神戸工業（株）関係の資料におきましては，米原郁雄氏（富土通テン
　　　（株））に，また，富士通て株）の資料におきましては二常見佳代氏（富士
　　一通（株）），．望月猿美子氏一（（稼）寓士通経営研修所）に太変茸杜話にな帖り
　　　ました。記して感謝申し上げます。また，富±通の歴史全股についてご
　　教授いただいだ富士通O　B刎11田恵二氏にも感謝いたします。最後に，
　　本稿は，早稲田大学1鎚7年度特定課題研究（9狐二558）の功成を受けま
　　　したことも合わせて感謝申一し上げます。
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